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問合せ先 取締役 経営企画本部長 鵜池 正清 

（ＴＥＬ 093－614－1111） 

 

 

（訂正）「新中期経営計画（2026年１月期-2028年１月期）」の一部訂正に関するお知らせ 

 

 

 2025年３月 11日に開示いたしました「新中期経営計画（2026年１月期-2028年１月期）」の一部に

訂正すべき事項がございましたので、下記の通り訂正のうえ、訂正後の資料を添付いたします。 

 

 

記 

 

１． 訂正の理由  

以下の誤りがありましたので、訂正いたします。 

① ９ページ「１．前中期経営計画振返り 電子部品」における「売上高グラフ」 

② 31ページ「５．非財務戦略 サステナビリティに対する対策～（Ｓ）～」における「女性採用比

率（大卒） 25/1期（実績）」 

 

２． 訂正の内容 

訂正箇所につきましては、赤色の枠線を付して表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

① ９ページ「１．前中期経営計画振返り 電子部品」における「売上高グラフ」 

【訂正前】 

 

【訂正後】 

 

 

 

 

 



 

 

 

② 31ページ「５．非財務戦略 サステナビリティに対する対策～（Ｓ）～」における「女性採用比

率（大卒） 25/１期（実績）」 

【訂正前】 

 

【訂正後】 

 

３． 添付資料  

訂正後の資料を添付しております。 

以  上 



2025年3月11日

新中期経営計画
2026年1月期 ー 2028年1月期



企業理念

世界の人々に役立つ製品をつくる
互恵互善の理念に徹し相互の利益をはかる
平等の精神を基本とし働く者の楽園を築く

社是社是社是
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超精密加工でしあわせな未来を
わたしたちは輝く未来を創造する”開発型ものづくり企業”ですスローガン



目次
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前中期経営計画の振返り

新中期経営計画

1 先行投資コストの収益性影響

資本政策・財務戦略

非財務戦略

2

3

4

5• グループ事業構造

• 新中期経営計画の位置付け

• 電機部品

• 電子部品

• 金型・工作機械

• 財務目標

• 事業別財務目標



1. 前中期経営計画の振返り
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139,429 
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（百万円）

営業利益
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CAGR:15.5%

1. 前中期経営計画の振返り 売上高/営業利益

+202％
Avg.

Avg.

市況変化や先行投資コストの影響により、前中計最終年度の目標値には達しなかったが、
継続的な売上成長と利益水準の底上げを実現

25/1期
目標



25/1期
目標

CAGR
22/1-25/122/1期

〔単位：百万円〕 25/1期24/1期23/1期

254,00015.5%214,890195,881174,615139,429売上高

33,0002.3%16,01718,11922,58614,959営業利益

収益性
13.0%―7.5%9.3%12.9%10.7%営業利益率

―9.0%30,53629,69132,11823,563EBITDA

――14.2%15.2%18.4%16.9%EBITDAマージン

―1.2%12,21915,54517,58111,778当期純利益*

――6.0%7.9%12.0%9.5%ROIC
資本効率

――11.8%17.6%24.9%21.7%ROE

100,000
（3カ年合計）

―

（3カ年合計）83,464
19,529設備投資額

24,85637,56221,045

130.00円152.39円141.91円132.73円110.73円為替レート 米ドル

*当社株主に属する当期純利益 株式会社三井ハイテック ／ 6

電機部品での先行投資コストに伴う利益率と資本効率性の改善は、新中計における課題と認識

1. 前中期経営計画の振返り 経営指標

前中期経営計画



CAGR
22/1-25/125/1期24/1期23/1期22/1期〔単位：百万円〕

27.2%155,182133,882100,18475,482売上高

電機部品
(モーターコア)

10.0%12,05311,4669,0939,055営業利益
―7.8%8.6%9.1%12.0%営業利益率

14.4%21,43018,61714,60514,320EBITDA
―13.8%13.9%14.6%19.0%EBITDAマージン
―17,32930,44515,32415,043設備投資額

△ 2.2%55,39356,67570,04159,144売上高

電子部品
(リードフレーム)

△ 21.9%3,7285,74512,2227,816営業利益
―6.7%10.1%17.5%13.2%営業利益率

△ 9.2%7,6909,19915,28810,270EBITDA
―13.9%16.2%21.8%17.4%EBITDAマージン
―4,6065,0204,8163,173設備投資額

△ 1.5%10,23011,97711,80810,701売上高

金型・工作機械

△ 24.6%3281,3081,290764営業利益
―3.2%10.9%10.9%7.1%営業利益率

△ 9.8%1,1222,0312,0451,527EBITDA
―11.0%17.0%17.3%14.3%EBITDAマージン
―869957502952設備投資額
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1. 前中期経営計画の振返り セグメント別業績
市況変化や先行投資コスト等が影響するも、継続的な売上成長と安定的な利益確保が出来る構造に変化



売上高(百万円)

自動車電動化
需要拡大への対応

4極生産体制
による事業拡大

（日本,中国,米国,欧州）

収益の拡大

事業方針 活動実績

国内売上高 海外売上高 営業利益率電動車市場
株式会社三井ハイテック ／ 8

電動車タイプ（HEV,PHEV,BEV）全般での需要取込による供給量を拡大
(電動車（BEV,PHEV,HEV）生産台数における当社モーターコア搭載率はトップシェア*を維持）*当社調べ

既存のカシメ工法に加え、接着工法による量産技術を確立

半導体不足による生産調整、日系OEMの中国市場苦戦、自動車認証不正等による想定外の市場
影響を受けたが、３年連続で増収増益を達成
供給拡大により営業利益は増加したが、原材料建値上昇の影響等により収益性は低下

グローバルでの生産キャパシティ拡大と次の成長に向けた積極的な建屋・設備投資を実行
グローバルでの統一基準を満たす高品質・安定供給体制の確立と量産開始
北米市場の需要拡大を見据えた新拠点メキシコ工場の設立決定（2025年9月量産体制確立予定）

60% 65% 59%
40%

35% 41%

23/1期 24/1期 25/1期

電動車市場 CAGR（21-24）+31.1%

売上高CAGR（22/1-25/1）+27.2%

25％
50％

33％
75％

50％

67％

23/1期 24/1期 25/1期

設備投資(百万円)

9,093 
11,466 12,053 

9.1% 8.6%
7.8%

23/1期 24/1期 25/1期

営業利益／営業利益率(百万円)

営業利益

100,184
133,882

155,182

国内設備投資額 海外設備投資額

15,324

30,445

17,329

1. 前中期経営計画の振返り 電機部品



成長分野への
フォーカス

収益の拡大

車載向け半導体およびパワー半導体の受注獲得により、事業全体の平均価格の下落を抑制
開発・提案型営業の推進により、高付加価値品の受注を獲得
一方、先端半導体を除く半導体市場の需要低迷により、当初目標の数量獲得には至らず

価格適正化、高生産性設備への入替え等により、継続的にキャッシュを生む事業構造に転換
数量減影響により収益は23年1月期以降、減少傾向
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車載 情報端末 営業利益率レガシー半導体市場民生・その他 車載 情報端末 民生・その他

売上高
(百万円)

43% 47% 42%

19%
15% 18%

38%
39% 40%

23/1期 24/1期 25/1期 23/1期 24/1期 25/1期

価格推移イメージ

営業利益

12,222 

5,745 
3,728 

17.5%

10.1%

6.7%

23/1期 24/1期 25/1期

営業利益／営業利益率(百万円)

70,041

56,675 55,393

1フレーム当たり平均価格

レガシー半導体市場 CAGR(21-24) △2.2%
売上高CAGR(22/1-25/1) △2.2%

1. 前中期経営計画の振返り 電子部品

（為替影響等含む)

3カ年累計額
20/1期～22/1期：79億円
23/1期～25/1期：216億円(+173.2％)

事業方針 活動実績



２．新中期経営計画について
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電機部品・電子部品2事業の成長性と収益性の最大化を支える技術の高度化を重視した戦略を推進
基盤事業

成長事業

金 型 ・ 工 作 機 械

安定成長事業

電 子 部 品

700億円700億円700億円553億円553億円553億円

不確実性が高い半導体市場のなかでも
成長を捉え安定的にキャッシュを創出

電 機 部 品

2,340億円2,340億円2,340億円1,551億円1,551億円1,551億円

成長事業の競争力創出

電動車市場成長の機を捉える
積極的な成長投資により事業拡大

拡大する
成長事業へ
資本還流

拡大成長事業

25/1期 25/1期 28/1期（目標）28/1期（目標）

売上成長率
（25/1-28/1）

CAGR +8.1％

売上成長率
（25/1-28/1）

CAGR +14.7％

2. 新中期経営計画 グループ事業構造

金型・工作機械の技術基盤をもとに電子部品で安定的にキャッシュを創出し、
成長する電機部品に資本還流することで、グループ全体を成長させる
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86,970 97,351 

139,429 
174,615 

195,881 
214,890 

310,000 

0.02%
3.9%

10.7%
12.9%

9.3%
7.5% 7.6％

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

30.00%

35.00%

40.00%

0
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100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

20/1期 21/1期 22/1期 23/1期 24/1期 25/1期 28/1期 28/1期以降

将来成長に向けた
成長投資

1,100億円
(3ヵ年合計)

（百万円）

ROIC 6.0%
ROE 11.8％

ROIC 7.0%以上
ROE 12.0％以上

売上
営業利益
営業利益率
ROIC

電子部品 • 収益性改善

• 本格投資開始
(3ヵ年累計投資額 約300億円)

• 収益水準の上昇

• 収益成長
• 積極的先行投資

(3ヵ年累計設備投資額 約630億円)

• 安定的なキャッシュの創出

• さらなる事業成長に向けた先行投資
(3ヵ年累計設備投資額 約920億円)

• 収益性・資本効率性の強化

【売上高と営業利益率】

財務体質の強化期 先行投資の本格開始期 更なる成長に向けた先行投資
＆経営効率の強化

中長期の
企業価値向上

電機部品

全社

2. 新中期経営計画 新中期経営計画の位置付け

「電動車市場のグローバル成長機会を捉える先行投資」と「収益性・資本効率性の強化」により、
中長期での企業価値向上を目指す
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市場環境

パワートレイン構成（HEV、BEV、PHEV、MHEV、
FCEV）の推移は不透明だが、電動車市場全体
は、グローバルで需要が拡大すると予測

モーターコア市場拡大に伴い、競合他社も生産能
力を増強しており、今後も競争が激化する見通し

当社のターゲット市場

高品質・高効率
モーターコア

電動車
タイプ
電動車
タイプ
電動車
タイプ

製品
区分
製品
区分
製品
区分

国内外自動車メーカー
Tier1メーカー

顧客顧客顧客全タイプ
HEV, BEV, PHEV,MHEV,FCEV

電動車 ICE

［ 自動車生産台数予測 ］
（万台）

電動車市場
CAGR（24-27）

+17.7%

3ヵ年合計
約8,500万台

3ヵ年合計
約14,000万台

3ヵ年合計
約20,000万台

前中計 新中計
出所：S＆P Global Mobilityのデータをもとに当社作成

2. 新中期経営計画 電機部品 市場環境認識/ターゲット市場

グローバル電動車市場は3ヵ年でCAGR+17.7%成長する見通しであり
事業成長を狙う機会は今後も継続



成長戦略② 欧米を中心とした成長投資成長戦略② 欧米を中心とした成長投資成長戦略② 欧米を中心とした成長投資

成長戦略① 製品タイプ・工法の全方位対応成長戦略① 製品タイプ・工法の全方位対応成長戦略① 製品タイプ・工法の全方位対応

成長戦略③ コスト競争力の強化成長戦略③ コスト競争力の強化成長戦略③ コスト競争力の強化

高品質・高効率タイプのモーターコア需要拡大を見込む欧米拠点への積極投資
長い製品ライフサイクルを考慮し、市場成長のタイミングを逃さない積極投資

全電動車タイプのモーターコアへの対応
カシメ工法と接着工法による量産対応

材料調達の選択肢拡大によるコスト低減
一部製造工程における設備の共有化

重点
施策
重点
施策
重点
施策

28/1期28/1期

売上高
2,340億円

CAGR(25/1→28/1期) 14.7％

営業利益(率)
155億円

（6.6%）

海外売上高比率
41％→57％

3ヵ年設備投資額
920億円

重点
施策
重点
施策
重点
施策

重点
施策
重点
施策
重点
施策
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(25/1期)

事業方針
全電動車タイプを対象に、高品質・高効率・安定供給が求められる市場でのトップシェアを維持

2. 新中期経営計画 電機部品 事業方針/成長戦略



レガシー半導体 先端半導体

［ 半導体市場予想 ］ 市場環境

リードフレームパッケージが中心となるディスクリート/アナロ
グなどのレガシー半導体*は、半導体市場全体において
25％程度で推移する見通し

2022年以降、2024年までの下落トレンドからの市況
回復は、2025年から緩やかに始まる見通し

当社のターゲット市場

車載車載車載 情報
端末
情報
端末
情報
端末

民生民生民生

*リードフレームが使用される半導体について

携帯端末、及び周辺機器
(アナログ、高周波)

産業機械、PC、LED等
(パワー、マイコン、アナログ)

電動車含む自動車全般
（パワー、マイコン、アナログ）

（US$B）

リードフレームパッケージが使用されるのは、ディスクリート/アナログなどのレガシー半導体が
中心。生成AI向けの先端半導体に関連するリードフレームの使用は一部に限定。

株式会社三井ハイテック ／ 15

2. 新中期経営計画 電子部品 市場環境認識／ターゲット市場

出所：Gartner, WSTSのデータをもとに自社推計

レガシー半導体市場
CAGR（24-27）

+6.9%

前中計 新中計

リードフレームパッケージが中心となるレガシー半導体市場の
3ヵ年CAGRは+6.9％で緩やかに伸長する見通し



重点
施策
重点
施策
重点
施策

グローバルでの顧客接点の強化
技術提案営業の強化

重点
施策
重点
施策
重点
施策

開発からサンプル試作までのアジャイルな対応
ターゲット製品セグメント毎の開発支援

重点
施策
重点
施策
重点
施策

需要変動に対する生産計画の柔軟性強化
需要変動に応じた設備投資判断の実施

成長戦略① 技術開発による受注獲得力の強化成長戦略① 技術開発による受注獲得力の強化成長戦略① 技術開発による受注獲得力の強化

成長戦略② 顧客価値追求を核とする営業活動の強化成長戦略② 顧客価値追求を核とする営業活動の強化成長戦略② 顧客価値追求を核とする営業活動の強化

成長戦略③ 需要変動への生産対応力の強化成長戦略③ 需要変動への生産対応力の強化成長戦略③ 需要変動への生産対応力の強化

28/1期28/1期

売上高
700億円

CAGR(25/1→28/1期) 8.1％

営業利益(率)
80億円

（11.4%）

3ヵ年設備投資額
125億円
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事業方針
変動の激しい半導体市場においても技術開発力を強みとした安定的なキャッシュの創出

2. 新中期経営計画 電子部品 事業方針/成長戦略



成長戦略① 新技術の確立成長戦略① 新技術の確立成長戦略① 新技術の確立

重点
施策
重点
施策
重点
施策

成長戦略② 技術提案営業の強化成長戦略② 技術提案営業の強化成長戦略② 技術提案営業の強化

重点
施策
重点
施策
重点
施策

28/1期28/1期

売上高
140億円

営業利益(率)
15億円

（10.7%）

3ヵ年設備投資額
15億円
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事業方針
成長事業の競争力向上に貢献する金型の質・機能の強化

電機部品・電子部品の競争力強化に繋がる顧客潜在ニーズの具現化

電機部品・電子部品の顧客接点を活かした顧客ニーズの先取と顧客価値を
向上させる技術提案の高度化

2. 新中期経営計画 金型・工作機械 事業方針/成長戦略



25/1期比較28/1期
目標25/1期

+ 44.3%310,000214,890売上高

+ 46.7%23,50016,017営業利益

+ 0.1 pts7.6%7.5%営業利益率

+0.2 pts 以上12.0%以上11.8%ROE

+ 1.0 pts 以上7.0%以上6.0%ROIC

（百万円）

※26年1月期より、減価償却方法を定率法から定額法へ変更。変更による28年1月期の減価償却費影響額は、△1,900百万円。

25/1期比較28/1期
目標25/1期

+ 35.7%23,00016,943経常利益
+ 30.9%16,00012,219当期純利益
+ 45.7%44,50030,536EBITDA

+ 0.2 pts14.4%14.2%EBITDAマージン

+ 31.8%110,000
26.1期～28.1期合計

83,464
23.1期～25.1期合計

設備投資額
（3ヵ年合計）
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参考指標

2. 新中期経営計画 財務目標



25/1期比較28/1期
目標25/1期

+ 50.8%234,000155,182売上高

財務
目標電機部品

(モーターコア)

+ 28.6%15,50012,053営業利益
△ 1.1 pts6.6%7.8%営業利益率

+ 45.8%92,00063,099設備投資額
（3カ年合計）

+ 44.7%31,00021,430EBITDA参考
指標 △ 0.6 pts13.2%13.8%EBITDAマージン

+26.4%70,00055,393売上高

財務
目標電子部品

(リードフレーム)

+114.6%8,0003,728営業利益
+4.7 pts11.4%6.7%営業利益率

△ 13.5%12,50014,443設備投資額
（3カ年合計）

+ 56.0%12,0007,691EBITDA参考
指標 + 3.3 pts17.1%13.9%EBITDAマージン

+ 36.8%14,00010,230売上高

財務
目標金型・

工作機械

+ 357.2%1,500328営業利益
+ 7.5 pts10.7%3.2%営業利益率

△ 35.6%1,5002,329設備投資額
（3カ年合計）

+ 78.3%2,0001,122EBITDA参考
指標 + 3.3 pts14.3%11.0%EBITDAマージン

売上高

（百万円）

155,182 
234,000 

55,393 

70,000 
10,230 

14,000 

△ 5,915 △ 8,000

25/1期（実績） 28/1期（目標）

営業利益

12,053 
15,500 

3,728 

8,000 328 

1,500 

△ 91 △ 1,500

25/1期（実績） 28/1期（目標）

モーターコア リードフレーム 金型・工作機械 調整額
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+95,110百万円

+7,483百万円

※減価償却方法の変更による28年1月期の減価償却費影響額
電機部品 △1,600百万円、電子部品 △200百万円、金型・工作機械 △100百万円

2. 新中期経営計画 事業別財務目標



３．先行投資コストの収益性影響



電機部品連結 電子部品

電機部品連結 電子部品

営業利益率

EBITDAマージン
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14.2%
12.4%

14.4%

25/1期
（実績）

26/1期
（目標）

28/1期
（目標）

13.9% 13.9%

17.1%

25/1期
（実績）

26/1期
（目標）

28/1期
（目標）

13.8%
12.3%

13.2%

25/1期
（実績）

26/1期
（目標）

28/1期
（目標）

6.7% 7.6%

11.4%

25/1期
（実績）

26/1期
（目標）

28/1期
（目標）

新規設備稼働に向けた
人員確保等の

先行投資コスト影響

7.5%
5.7%

7.6%

25/1期
（実績）

26/1期
（目標）

28/1期
（目標）

7.8%
6.0% 6.6%

25/1期
（実績）

26/1期
（目標）

28/1期
（目標）

労務費増に加え
新規設備・建屋

先行投資の償却費影響

26年1月期は電機部品における海外市場向けの先行投資コスト影響により、
収益性は一時的に低下するが、それ以降は回復に向かう

3. 先行投資コストの収益性影響 収益性の推移



算出方法
新規品収益 ：新規品売上高－先行投資コスト(償却費＋労務費＋準備費用 等)
既存品収益 ：既存品売上高－既存投資コスト

26/1期 27/1期 28/1期 29/1期 30/1期
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生産数量増に伴い
収益性良化

生産開始から
徐々に生産数量が増加

約120億円規模の先行投資コストを想定

6.0%

6.6%

［ 電機部品 新規品と既存品の業績推移イメージ ］
新規品売上高
既存品売上高

新規品収益
既存品収益

営業利益率

3. 先行投資コストの収益性影響 電機部品の収益性構造

新規品売上高

既存品売上高

新規品収益

既存品収益

既存品 ：25年1月期までに量産開始されたもの。安定的に収益性を確保。
新規品 ：26年1月期以降に量産開始するもの。稼働開始前の1～2年前から先行投資コストが発生し、生産開始後も生産数量は段階的に増加する。

26年1月期は主に海外拠点での新規品立上げが重なるタイミングとなり一時的に収益性が低下するが、
27年1月期以降は、徐々に生産数量が増加し収益性は良化する



４．資本政策・財務戦略



電機部品 電子部品
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39% 34%

61%

66%

23/1～25/1期 26/1～28/1期

61%
48%

39%

52%

23/1～25/1期 26/1～28/1期

国内設備投資額 海外設備投資額

920

125

(億円) (億円)

630 144

3ヵ年設備投資額 約1,100億円 （前中計3ヵ年 834億円）

4. 資本政策・財務戦略 投資方針

前中計から引き続き電機部品を中心とした海外拠点への積極投資を継続し、
次の成長に向けた海外市場への供給拡大を目指す

［ 国内／海外 設備投資比較 ］



22.1 23.1 24.1 25.1 26.1 27.1 28.1 29.1

9.5%

12.0%

7.9%
6.0％

21.7%

24.9%

17.6%

11.8％

ROIC ROE

※株主資本コスト算出前提：CAPMによる算出
※ROIC算出前提：税引き後営業利益÷（株主資本＋有利子負債）

• ハードルレート運用による案件毎の投資判断の継続的な規律強化
• 過去の投資案件の経験を活かしたリスクコントロールの強化
• 投資効率改善に繋がるモニタリング管理、及び収益性向上の強化
• 情報開示の充実、投資家との対話推進
• 株主・投資家視点を勘案した経営取組

前中期経営計画
（実績）

前中期経営計画
（実績） 新中期経営計画新中期経営計画
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12.0%以上

7.0%以上

4. 資本政策・財務戦略 資本効率性

28/1期
目標

28/1期
目標

28/1期
目標 取組み取組み取組み

ROIC 7.0%以上

ROE 12.0%以上

WACC7～9％程度

株主資本コスト10～12％程度

［ ROICとROEの推移 ］

ROIC・ROEを指標とした事業マネジメントを実施し、中長期での企業価値向上を目指す



Cash In（3か年） Cash Out（3か年）

株主還元
（配当）

株主還元
（配当） 事業の成長に合わせた安定的な配当の実施

投資内容

成長投資

将来成長への
仕込み

経営基盤投資

持続的成長
のための

基盤強化
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営業CF
1,100億円

資金調達
180億円

成長投資
920億円

経営基盤投資
180億円

株主還元 110億円

運転資金 70億円

市場成長を捉えるグローバルでの継続的な先行投資
電機部品 920億円*

顧客のニーズを実現する製品開発・量産のための設備投資
電子部品 125億円**

成長事業の競争力強化のための設備投資
金型・工作機械 15億円**

経営を支えるインフラ投資
IT・セキュリティ関連等 40億円

*サステナビリティ関連投資（環境負荷低減）の15億円を含む

4. 資本政策・財務戦略 キャピタルアロケーション

**サステナビリティ関連投資（環境負荷低減）の10億円を含む

電動車市場成長の機を捉える電機部品への先行投資に資本を集中的に還流させると共に、
他事業等による基盤強化にも資本を充当し、将来成長と基盤強化の両面による持続的成長を実現する



12.8 13.0 14.4 
17.6 18.0 

4.3%
3.4% 3.0% 3.1% 3.0%

22/1期 23/1期 24/1期 25/1期 26/1期 27/1期 28/1期

配当金* DOE

前中計及び新中計 ： DOE 3.0%以上

［ 一株当たり配当金とDOEの推移 ］
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*過去に遡り調整(分割前配当×1/5)した金額を記載

4. 資本政策・財務戦略 株主還元方針

競争力強化と成長機会獲得に向けた投資拡大と安定的・継続的な配当を行うため
DOE3％以上を目安とし、26年1月期の1株当たり配当金は18円の見通し



５．非財務戦略
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環境 社会 ガバナンス
温室効果ガス排出量の
削減
資源の有効利用と
水資源の保全
廃棄物の抑制と
リサイクルの推進

［ 当社が優先的に取り組む課題 ］

人権の尊重
労働環境の整備と
働き方改革
ダイバーシティ＆
インクルージョンの推進
サプライチェーン
マネジメントの向上

コーポレートガバナンスの向上
コンプライアンスの遵守

５．非財務戦略 サステナビリティについて

当社は開発型ものづくり企業として超精密加工技術を武器に世の中のニーズにマッチした価値を
グローバルに供給することで、省資源・省エネルギーに貢献し、

もっと便利に、もっと豊かに、安心して暮らせる「しあわせな未来」を実現します
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環境に配慮した
取り組み

代表的な課題 マテリアリティ

廃棄物の抑制とリサイクルの推進

実施事項

水質の監視・測定

CO2排出量（22/1期比）

25/1期（実績） 31/1期（目標）

30％削減
＊Scope1＋2

温室効果ガス排出量の削減

水の使用量（前年比）

25/1期（実績）

資源の有効利用と水資源の保全

＊リードフレーム事業本部
（当社の取水量の95％を占める）

毎期目標

0.5％削減

自社工程従来の省エネルギー
活動の継続・拡大

省エネルギー 創エネルギー
太陽光パネル導入
再生可能エネルギー由来電力
活用推進

2050年度カーボンニュートラル

pH（水素イオン濃度）や有害物質などの項目について、国の一般排水基準より厳しい
社内管理基準を設定

毎月、水源別の取水量・排水量のモニターおよび法規制に沿った水質の監視・測定を徹底

廃棄物総排出量

資源化率

24/1期（実績）

5,771トン

99％

2021年より継続的に削減

廃棄物の極小化・削減に向けた取り組み

製品輸送用梱包資材は通い箱方式を採用
排水汚泥の固形化（リデュース）
プレス打抜きオイルの回収・再利用（リユース）
ガラス屑の再資源化（リサイクル）

2024年2月には八幡事業所および金型事業所が、
北九州より「優良認定産業廃棄物排出事業者」に認定

15％削減

1.6％削減

５．非財務戦略 サステナビリティに対する対策～環境（E）～
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人的資本の強化

代表的な課題

人権の尊重

労働環境の整備と働き方改革

実施事項

従業員人権研修の継続実施 理解度テスト実施

健康経営優良法人認定 人的資本戦略ロードマップの作製

女性活躍推進

男性育児休業
休暇取得推進

人材育成
多様な人材の

活躍促進

社会・ステークホル
ダーへの責任

会社説明会にて、中堅女性社員による説明の実施

女性目線での職場環境づくりをPR
（休憩室や更衣室改装など）

管理職の意識改革
（マネジメント（ダイバーシティ）研修、キャリアデザイン研修）

女性リーダー研修（リーダーに求められるスキル研修）

カムバック制度の創設

配偶者出産時の特別休暇創設

従業員研修（全従業員の理解を深める）

2021年に社員の能力とモチベーションをより一層引き出
せるような全社研修体系を改定

これまでの集合研修に加え、eラーニングの活用や昇格時
のキャリアデザイン研修などを実施することで、成長ステー
ジに応じ、役割の認識や社員の能力開発を進めている

サプライチェーンマネジメントの向上 「三井ハイテックグループCSR調達ガイドライン」の制定
サプライヤーに対するセルフチェックアセスメントの実施

取引先説明会の実施

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

ｖ

マテリアリティ

女性採用比率（大卒）

女性管理職比率

男性育児休暇取得率

25/1期（実績） 年間目標

25％

25/1期（実績） 28/1まで（目標）

25/1期（実績） 28/1まで（目標）

5％

50％

20.6％

2.8％

44.9％

５．非財務戦略 サステナビリティに対する対策～社会（S）～



1 2 2

2022 2023 2024

10
9 9

2022 2023 2024

3 2 3

2022 2023 2024

1 2 2

2022 2023 2024

次年度以降における役員報酬ポリシー改定
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中期経営計画におけるガバナンスの変遷

各種委員会実施回数

その他その他

役員報酬制度役員報酬制度

指名諮問委員会指名諮問委員会

23年1月期 24年1月期 25年1月期
指名諮問委員会の設置

スキルマトリックスの開示

後継者育成計画の体制強化

指名諮問委員会の内容充実化

後継者育成に関する基準・方法のモニタリング
及び改善提案を、社外取締役を交えて実施

報酬諮問委員会の設置
役員報酬制度の改定

業務連動報酬の見直し
業務連動株式報酬の導入
退職慰労金廃止

監査等委員会設置会社への移行
サステナビリティ推進委員会の設置

より多角的な取締役会の実効性に関する
分析・評価

評価項目を増やしたアンケートの実施

報酬諮問委員会報酬諮問委員会 指名諮問委員会指名諮問委員会 監査等委員会監査等委員会 サステナビリティ推進委員会サステナビリティ推進委員会

報酬諮問委員会の活動活発化（年2回） 報酬制度KPI（ESG評価指標）の追加

スキルマトリックスの項目および定義の見直し

サクセッションプランの実施およびプログラム充
実化

経営ディスカッションの実施
取締役会とは別に、全取締役による当社重
要テーマに関する協議を実施

IRインタビューの対応強化
2022:192件/年 ⇒ 2024:240件/年
実施件数は段階的に増加

５．非財務戦略 サステナビリティに対する対策～ガバナンス（G）～

23/1期 24/1期 25/1期 23/1期 24/1期 25/1期 23/1期 24/1期 25/1期 23/1期 24/1期 25/1期



＜本資料に関するお問い合わせ先＞
広報・IR部 IRグループ
093-614-1112
mht-ir@mitsui-high-tec.com

本資料に記載されている当社グループの計画・将来の見通し・戦略などのうち、過去または現在の事実に
関するもの以外の情報は、将来の業績に関する見通しであり、これらは現時点で入手可能な情報による
判断に基づいております。従って、実際の業績は、様々なリスクや不確定要素の変動及び経済情勢などに
よって見通しと異なる結果となり得る場合があることを予めご了承願います。

＜免責事項＞


